西暦　　　　　　年　　　　月　　　　日

大林道路株式会社　御中

所在地
社    名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
        代表者の生年月日  西暦   　　 年　　　月　　　　日
資 本 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　(　　　　　　　　)　 　　　   　－　　　　　　　　　　　
取引先の大林道路・支店名　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　店　　　　
銀行口座振込等依頼書　（新規・変更）
今般、貴社からの取引代金の支払を受けるに当たっては、下記により支払われるようお願いいたします。
また、裏面の「暴力団等反社会的勢力でないこと等に関する確約書」に記載されている事項に対して確約し、「情報漏えい防止に関する誓約書」に記載されている事項に対して遵守いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
１．　振込にてお支払いただく場合は、次の銀行口座にお振込みください。

	※銀行コード
	銀行名
	※店舗コード
	店舗名
	預金種目
	口座番号

	
	
	
	
	１　
	２　 MERGEFIELD "当座" 
	

	
	
	
	
	普通
	当座
	

	口座名義
（カタカナ）
	


◆　この振込をもって代金の受領を認め、領収書の発行はいたしません。

２．取引代金のうち手形部分については次の方法でお支払ください。（ア、イいずれかに○）

ア．  電手決済サービス･･････　　電手決済サービスによる支払を希望いたします。決済口座は１．に記載の口座と同じです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規の契約手続きが完了、若しくは支払企業の追加登録が完了するまでの期間は、約束手形にてお支払いください。
1．  でんさい･･････　でんさいによる支払を希望いたします。決済口座は１．に記載の口座と同じです。
　　　　　　　　　　       　　　　利用者番号（９桁）は、

	※英字チェック欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者番号（９桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※英字と数字の識別のため、英字の場合は英字チェック欄に○を記入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「でんさい一括ファクタリング」での支払を希望する場合は、下記□欄に○を記入。
	
	でんさい一括ファクタリングを導入する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でんさい利用者番号（9桁）は上記と同一。決済口座は１．に記載の口座と同一。
　
３．支払金からの相殺

①　貴社への支払金、振込手数料、安全衛生協力会費、事務手数料等がある場合は、当社への支払金から相殺してください。

②　これら相殺金の領収書は不要です。
４．請求書送付元住所、支払通知送付先FAXほか（以下必ずご記入ください）
	請求元事業所名
担当者
	（事業所名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（　部　課　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	請求書印
	

	郵便番号
	〒　　　　   －
	
	
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
住所１
	都・道・府・県

市・郡・区
	
	
	
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)住所２
	町・村

丁目・番地
	
	
	
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)住所３
	ビル名等
	 MERGEFIELD "住所３" 
	
	
	

	電　話　番　号
ＦＡＸ番号　(支払通知送付先）
	(         )     　  　   -
(         )      　  　  -


５．その他

①　本書記載事項に変更が生じた場合は、速やかに本書変更届を提出いたします。

②　本書記載事項等により生じた事故は、当方においてその責に任じ、貴社に対して一切ご迷惑をおかけいたしません。
会社概要
	本社登記所在地
	（郡においては町・村まで、それ以外は市・区までをご記入ください）



	主 要 業 種

（該当に○

複数選択不可）
	01．水産・農林業　　10．鉱業　　20．建設業　　30．製造業

40．電気・ガス業　　50．運輸・情報通信　　60．商業

70．金融・保険業　　80．不動産業　　90．サービス業　　99.その他
	設　立

年月日
	西暦

　　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	
	資本金
	千円

	主要取引銀行
	　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　支店
	決算月
	月

	建設業許可番号
	1.国土交通大臣　　　　　　1.特　
　　許可　（　　・　－　　　）　第　　　　　　　　号

2.　　　　　　知事　　　　　　2.般　　
	許  可

年月日
	西暦　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　年　　　月　　日

	建設業許可業種

（該当に○

    複数選択可）
	1.土木
2.建築
3.大工
4.左官
5.とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ

6.石
	7.屋根
8.電気
9.管
10.鋼構造物
11.ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ
12.鉄筋
	13.舗装
14.しゅんせつ
15.板金
16.ガラス
17.塗装
18.防水
	
	19.内装仕上
20.機械器具設置
21.熱絶縁
22.電気通信
23.造園

24.さく井
	25.建具

26.水道施設

27.消防施設

28.清掃施設

29.解体


	警備業認定番号
	　　　　　　　　　　　　公安委員会認定　　第　　　　　　　号
	登　　録
年月日
	西暦

　　　　　    年　　　月　　　日

	健康保険（加入・未加入・適用除外）
	厚生年金保険（加入・未加入・適用除外）
	雇用保険（加入・未加入・適用除外）

	１．協会けんぽ　２（　　　　　　）健保組合
	事業所整理記号
	事業所番号
	雇用保険・労働保険番号

	事業所整理記号
	事業所番号
	
	
	

	
	
	
	
	


※１　社会保険の加入・未加入・適用除外いずれかに○を付けること。　
※２　加入の場合、１．協会けんぽ　２．健保組合いずれかに○を付けて下さい。なお、健保組合の場合は組合名称を（　　）内に記入すること。※３　加入確認のため「保険料納入告知額・領収済額通知書」「労働保険概算・確定保険料申告書」の写しを添付すること。
※４　住所変更等により健康保険や厚生年金保険の管掌元が変わる場合も当該依頼書（変更）が必要。
大林道路記入欄　（記入不要）
	取引先

コード
	
	
	
	
	
	
	
	取引先

拠点コード
	
	
	
	手形比率
	％
	手　　形

支払方法
	0.約束手形　1.電手
 2.でんさい（でん括）

	安全衛生

協 力 会
	徴収区分
	主要取引内容
	1.労務　 3.外注 　5.運搬・リース　　
9.材料・経費


	下　請　法

	0.下請法対象外
1.下請法対象

	
	１　・　３　・　５
	
	
	
	

	支　店

回　覧
	支店長
	
	合材部
	
	工事部
	
	総務部
	

	備　考
	
	
	所

長
	
	係　

員
	

	
	
	
	
	
	
	


暴力団等反社会的勢力でないこと等に関する確約書

１．当社および私（当社の役員、経営幹部および経営に実質的に関与している者を含む。以下同じ。）は、現在または将来にわたって、次の各号の反社会的勢力のいずれにも該当しないことを確約します。

①暴力団　②暴力団員　③暴力団準構成員　④暴力団関係企業　⑤総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ　⑥暴力団員でなくなってから５年を経過していない者　⑦その他前各号に準ずる者

２．当社および私は、現在または将来にわたって、反社会勢力等（反社会的勢力または反社会的勢力と密接な交友関係にある者をいう。）と次の各号のいずれかに該当する関係がないことを確約いたします。

（１）反社会的勢力等によって、その経営を支配される関係

（２）反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係

（３）自己、自社等もしくは第三者の不正の利益を図り、または第三者に損害を加えるなど、反社会的勢力等を利用している関係

（４）反社会的勢力等に対して資金等を提供し、または便宜を供するなどの関係

（５）反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係

３．当社および私は、自らまたは第三者を利用して次の各号のいずれの行為も行わないことを確約いたします。

（１）暴力的な要求行為

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為

（４）風説を流布し、偽計または威力を用いて貴社の信用を毀損し、または貴社の業務を妨害する行為

（５）その他前各号に準ずる行為

４．当社および私は、下請または再委託先業者（下請または再委託先業者が数次にわたるときは、その全てを含む。以下同じ。）との関係において、次の各号のとおりであることを確約いたします。

（１）下請または再委託先業者が、第１項および第２項に該当せず、将来においても前各項に該当しないこと

（２）下請または再委託先業者が、前号に該当することが判明した場合は、直ちに契約を解除し、または契約解除のための措置をとること

５．当社および私は、下請または再委託先業者が、反社会的勢力等から不当要求または業務妨害等の不当介入を受けた場合は、これを拒否し、または下請または再委託先業者をして、これを拒否させるとともに、速やかにその事実を貴社に報告し、貴社の捜査機関への通報に協力することを確約いたします。

６．当社および私は、これら各項のいずれかに反したと認められることが判明した場合およびこの確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、催告なしでこの取引が停止され、または解約されても一切異議を申し立てず、また賠償ないし補償を求めないとともに、これにより損害が生じた場合は、一切当社および私の責任とすることを確約いたします。
　以　上　
情報漏えい防止に関する誓約書

１　当社が貴社から請け負う工事や業務（貴社から依頼されるその他の業務を全て含む。以下「工事等」という。）に関連して知り得た一切の情報（次に記載のものを含むが、これに限定しない。以下「情報」という。）の漏えいを防止するために、情報管理体制を整備し、情報漏えい防止対策（第７項に記載する対策を含むが、これに限定しない。）を講じる。なお、情報漏えい防止対策は、書面によるもの、口頭によるもの、視覚によるもの、電子的なものなど、媒体の形態や開示・伝達の方法にかかわらず全ての情報を対象とする。
（1）貴社及び貴社の取引先から開示・提供された情報

（2）工事等に関連して当社が独自に作成した情報

（3）見積作業などにより工事請負契約等締結前に知り得た情報

（4）工法、技術及びこれらに関連する情報

（5）知識並びに営業上の秘密

（6）工事等に係る契約、図面、写真、価格等の情報

（7）個人情報
２　当社は、工事等の一部または全部を第三者（以下「再下請負人等」という。）に請け負わせる（または委託、依頼する）場合には、当社の責任において、情報漏えい防止のための情報管理体制の整備及び情報漏えい防止対策を再下請人等に実施させる。
３　当社は、従業員及び再下請負人等に対し、情報漏えい防止対策に関する教育を実施する。
４　当社は、情報漏えいが発生した場合、または、その恐れが生じた場合、速やかに貴社に報告するとともに、被害を抑制するための適切な措置を講じる。
５　当社または当社の再下請負人等の責めに帰すべき事由により情報が漏えいした場合には、工事等の関係者（発注者、設計者及び貴社等）に生じた損害を賠償する。
６　貴社より、情報管理に関する監査を求められた場合は、これを受け入れるとともに、監査に協力する。
７　当社は情報を取得した場合、以下のとおり情報漏えい防止対策を実施する。

（1）図面、写真、その他の資料等、書面に記載された情報を取得した場合

① 従業員といえども工事等のために必要とする者以外には開示しない。

② 情報は工事等の目的以外に使用しない。

③ 保管場所は、施錠等による盗難防止措置を講じ、第三者による不正な閲覧、持ち出し等を防止する。

④ 複製は、工事等に必要な最小限の範囲に留める。

⑤ 再下請負人等に提供する情報は、工事等に必要な最小限の情報に限る。

⑥ ＦＡＸ、郵送などにより送信・送付する場合は、誤発信等の事故がないよう十分に注意する。

⑦ 書面を外に持ち出す際は、紛失、置き忘れ、盗難等に、十分に注意する。

⑧ 不要となった情報は、貴社の指示に従い貴社に返却するか、あるいは裁断するなどにより判読できないよう処理したうえで廃棄する。

⑨ その他、情報漏えいを防止するために必要かつ合理的な水準の対策を実施する。
（2）電子データの形式で情報を取得した場合

① 従業員といえども工事等のために必要とする者以外には開示しない。

② 情報は工事等の目的以外に使用しない。

③ 電子データが保存されたパソコン、外部記録媒体等の保管場所は、施錠等による盗難防止措置を講じる。

④ 複製は、工事等に必要な最小限の範囲に留める。

⑤ 私用のパソコンを業務に使用しない。業務に使用するパソコンは業務専用とし、当該パソコンを廃棄するまで、私的（プライベートな目的）には一切使用しない。

⑥ Winny などのファイル交換ソフトを業務で使用するパソコンに導入しない。

⑦ 業務で使用するパソコンには、ウィルス対策ソフトを導入し、パターンファイルを常に最新の状態に保つ。

⑧ パソコンにログインするためのパスワードは、他者に推測されにくいものを設定し、また、他者に漏れることのないよう厳格に管理する。

⑨ 再下請負人等に提供する情報は、工事等に必要な最小限の情報に限るものとする。

⑩ メールで送信する場合には、誤発信等の事故がないよう十分に注意する。

⑪ 電子データを外に持ち出す際は、紛失、置き忘れ、盗難等に、十分に注意するとともに、暗号化、パスワードの設定など、データを保護するための措置を講じる。

⑫ 情報が第三者の目に触れるような行為（インターネットの掲示板・ブログへの書き込み、プライベートのメールへの記載・添付、その他の手段、方法による情報発信）を行わない。

⑬ 不要となった情報は、貴社の指示に従い貴社に返却するか、あるいは廃棄する。

⑭ パソコン及び外部記憶媒体（USB メモリ、CD、DVD、外付ＨＤＤ等）を廃棄する際は、データを読み出しできないように処理してから廃棄する。

⑮ その他、情報漏えいを防止するために必要かつ合理的な水準の対策を実施する。　　　　　　　　以　上

